
多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略　事業評価シート

■ 基本目標１：安定した雇用を創出する ～多様な就業を支える環境づくり～

現状値
（平成26年度）

実績値
（平成27年度）

実績値
（平成28年度）

実績値
（平成29年度）

実績値
（平成30年度）

実績値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率

3,551事業所
（新設:242事業

所
廃業:698事業

所）
（平成24年）

3,899事業所
（新設:891事業

所
廃業:693事業

所）
（平成26年）

3,597事業所
（新設:398事業

所
廃業:755事業

所）
（平成28年）

調査実施なし
【参考】平成28年

度実績値:
3,597事業所

（新設:398事業
所

廃業:755事業
所）

調査実施なし
【参考】平成28年

度実績値:
3,597事業所

（新設:398事業
所

廃業:755事業
所）

調査結果未公表
（令和2年12月公
表予定）【参考】
平成28年度実績

値:
3,597事業所

（新設:398事業所
廃業:755事業所）

4,000事業所
(令和元年)

10.2%

59,324人
（男性:29,382人
女性:29,586人）

（平成24年）

61,798人
（男性:30,296人
女性:31,442人）

（平成26年）

60,945人
（男性:28,475人
女性:32,044人）

(平成28年)

調査実施なし
【参考】平成28年

度実績値:
60,945人

（男性:28,475人
女性:32,044人）

調査実施なし
【参考】平成28年

度実績値:
60,945人

（男性:28,475人
女性:32,044人）

調査結果未公表
（令和2年12月公
表予定）【参考】
平成28年度実績

値:
60,945人

（男性:28,475人
女性:32,044人）

67,000人
（令和元年）

21.1%

事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

１．女性、若者、シニアが元気に働き、活躍する環境づくり

1
女性のための就
職支援施設の設
置支援

就職支援施設での市
民雇用契約者数

－ 延128人(7ヶ月) 延147人 延93人 延104人 延109人 延250人 43.6%

ハローワーク等の関係機関や各種セミナーなど就
職に関するチラシ等情報をママスクエアに掲出し、
就労の促進を図った。また、児童館の出張ひろば
をママスクエアで定期的に実施し、子育て支援の
連携体制を構築した。

多摩市民に限定した取組とすることは難しく、市民
雇用契約者数を増やしていくという結果にはなっ
ていない。より市民の方に向けた周知・PRを増や
していく必要がある。

①女性の就労に関す
るセミナー開催数

4回 4回 3回 4回 8回 3回 5回 -100%

②セミナー参加者の
満足度（平成29年度
～）

－ － － 94% 91% 98.7% 80% 123.4%

(2) 起業・創業
の支援

3

「ビジネススクエ
ア多摩」などを通
じた起業・創業の
支援

「志創業塾」の受講者
数

－ 25人 28人 30人 26人 25人 30人 83.3%

年3回の「志創業塾」を開催し、25名が参加した。
市が認定したビジネス支援施設と連携して創業者
等に対して利用料の補助を行い、経営塾、経営に
関する相談事業を実施した。

毎年3回「志創業塾」を開催している。受講者は創
業への意識が高い方が多く、受講後に創業される
率が高い。しかしながら、近隣自治体でも同様の
事業があり、受講者を確保することが難しい状況
がある。ニーズはあるので、創業希望者にしっかり
と開催の情報が伝わるように周知の工夫が必要
である。

「志創業塾」のニーズはあるので、しっかりと創業
希望者に開催情報が伝わるように周知の工夫をし
ていく。また、創業後5年程度の経営者を対象に
「経営塾」の開催を開始するなど、創業支援に加え
てビジネス支援として、様々な段階にある創業者・
経営者に対し、民間とも連携してハード、ソフト両
面で支援をしていく。

①シルバー人材セン
ターの派遣会員数（延
べ人数）（～平成27年
度）

－ 73人／6ヶ月 － － － － 104人 －

②シルバー人材セン
ターの登録会員数（平
成28年度～）

－ －
65歳以上の
2.09%（846人
/40,429人）

65歳以上の
2.11%（874人
/41,364人)

65歳以上の
2.22%（930人
/41,957人）

65歳以上の
2.36%（1,001人

/42,481人）

65歳以上人口
の2.3％

102.6%

5 企業誘致の推進
企業誘致条例による
指定企業数

7企業 7企業 7企業 8企業 8企業 9企業 10企業 66.7%

指定企業として、KDDI株式会社を指定し、指定企
業は、累計9社となった。KDDI株式会社は、平成
20年度の指定に続いて2度目。なお、奨励金の支
払いは、令和4年度からになる予定。
企業誘致条例の対象となるニュータウン内業務用
地が少なくなっていることや尾根幹線沿道用地等
の状況も踏まえ、企業誘致条例の見直しを始め
た。

企業誘致条例に基づき、未利用地の処分を着実
に進めるとともに、指定事業者について、市広報
媒体を活用しPRするほか事業者に対し条例改正
や支援措置を行うなど、多摩市の企業誘致を促す
取組をすすめてきた。しかしながら、近年ニュータ
ウン内業務用地が少なくなっている現状なども踏
まえ、企業誘致条例の見直しが必要となってい
る。

ニュータウン内の業務用地が少なくなってきている
一方で、南多摩尾根幹線道路沿道の土地利用方
針の策定の動き、聖蹟桜ヶ丘北地区の開発など、
さまざまな状況変化を踏まえ、今後の企業誘致策
を再整理し、将来的な情勢に即した条例改正等を
すすめていく。

6
中小企業への支
援

指導・相談件数（中小
企業への支援）

2,721件 2,664件 2,226件 2,208件 2,445件 2,395件 2,850件 -326件

多摩商工会議所では、継続して経営指導や専門
セミナーを実施し、市内事業者に対する支援が図
られた。また、市では、創業・経営に関する相談を
週3日設け、利用しやすい環境を提供した。

商工会議所と連携して、市内中小企業者に対する
経営指導、創業・経営相談など各種相談事業を実
施してきた。また、相談場所も民間のビジネス支援
施設と連携し、週に複数の相談日を設けることで、
利用しやすい環境を整えた。相談したい事業者に
しっかりと周知されるよう、PRをより積極的に行っ
ていく必要がある。

引き続き、商工会議所と連携し役割分担をしなが
ら、市内中小企業者に対する各種相談事業を実
施していく。また、国や東京都が行う相談事業等と
も連携を探り、相談事業のさらなる充実を進める。

7
商店街振興の推
進

商店街におけるイベ
ントへの来場者数

50,600人 44,000人 47,200人 43,200人 50,800人 61,860人 51,100人 2252.0%

13商店会と1団体が実施する18イベント事業に対
し、経費の一部を補助した。恒例となる行事を商店
会が工夫を重ねて開催した。本年度は、他団体と
協力し地域活性のために実施するイベントとして、
地域連携型事業を新たに採択し、地域一体の賑
わい創出に寄与した。

商店街が主体となって行うイベントは、恒例イベン
トとして地域の住民にも周知され、商店街の活性
化につながっている。
商店街のイベントでは、新しい取組や、PRの方法
などを工夫し新しい客層を図っているが、特に近
隣センターイベントでは、イベント等の担い手不足
や日常的な集客が課題となっている。

商店街の活性化として、引き続き、商店会が実施
するイベントの取組を支援していく。また、イベント
の継続や恒常的な集客には、高齢化や担い手不
足、店舗の撤退など様々な問題が混在するなか、
抜本的な改善につながるアプローチが必要となっ
ている。また、新型コロナウイルスの影響により、
令和元年度末からの地域活性化の中心となって
いたイベントの実施が困難となってきており、経済
対策と合わせて、商店街振興のあり方についても
検討が必要である。

　「起業・創業の支援」について、多様な働き方ができる環境の整備が引き続き求められている中、市内でも民間のサテライトオフィスやコ
ワーキングスペース等の設置が進められている。そうしたことを背景に、「ビジネススクエア多摩」は一定の役割を終えたと判断し、平成30年
度末で閉鎖した。現在、市が認定したビジネス支援施設と連携し、ビジネススクエア多摩閉鎖による施設面の補完を行いながら、ソフト事業
充実へ転換を行い、創業支援・ビジネス支援の取組の充実が図られている。
　「女性が就労しやすい環境の整備」について、女性のための就労支援施設における取組を行ったことにより、女性市民の雇用の促進を
図ってきたが、市民雇用契約者数の増加は見込めなかったことから、より市民の方に向けた周知・ＰＲの必要性が明確になった。
　「多様な雇用の場の確保」について、　企業誘致条例に基づき、未利用地の処分を着実に進めるとともに、指定事業者について、市広報媒
体を活用しPRするほか事業者に対し条例改正や支援措置を行うなど、多摩市の企業誘致を促す取組をすすめてきた。一方で、近年ニュー
タウン内業務用地が少なくなっている現状なども踏まえ、企業誘致条例の見直しが必要となっている。
　また、平成30年度に策定した地域未来投資促進法に基づく、「多摩市基本計画」の活用方法については、今後どのように進めていくか再検
討する必要がある。地域を牽引する事業者が国からの支援を受けられる体制を整備するなど、地域経済の更なる活性化を目指し、取組が
進められている。

事務局による分析・評価

毎月の入会説明会及び即日入会受付に加え、新
たにコミセンや公民館で出張説明会を行った。新し
い入会パンフレットを作成し、全戸配布を行ったこ
とや広報への掲載により、会員数が1,001人とな
り、目標値を超えた。

シルバー人材センターは、令和3年度の目標とし
て、会員数1,035名以上、事業費の総額は445,180
千円以上、就業率は95％以上の目標を掲げてい
る。市はシニア世代が豊富な知識や経験を生かし
就業できるよう、引き続きシルバー人材センターの
取組を支援していく。

月1回「女性のための私のキャリアデザイン相談」
（利用人数8人）を実施したほか、東京しごとセン
ター多摩と共催で「パソコン講座」（参加人数5人/
定員5人）と「女性のための再就職支援セミナー＆
個別相談会」（参加人数37人/定員50人）を実施
し、女性の就労に関してエンパワーメントができ
た。

引き続き、東京しごとセンター多摩などと連携し
て、女性の就労に関するエンパワーメントを行って
いく。また、女性の就労相談の充実に向けた取り
組みを行っていく。

シルバー人材センターの会員数は平成27年度は
855名であったが、令和元年度末には1,001人とな
り、センターの宣伝活動等の努力により大幅に増
え、目標値を超えた。また、事業実績も増え、シニ
ア世代の知識や経験を活かす場づくりが進んだ。

民間企業が設置する就職支援施設と連携して、女
性市民の雇用の促進を図ってきた。しかしながら、
対象を多摩市民に限定できず、また、施設が駅近
くに立地するため市外の方の利用が多く、市民雇
用契約者数が増えなかった。

数値目標

①事業所数

②従業員数

施策名

２．地元雇用の創出

女性の就労相談
等の充実

(3)シニア世代
の活躍支援

4
シニア世代の知
識や経験を活か
す場づくり

(1) 多様な雇
用の場の確保

(1) 女性が就
労しやすい環

境の整備

2

Ｂ
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■ 基本目標2：新しい人の流れをつくる　～新たな交流と若い世代の呼び込み～

現状値
（平成26年度）

実績値
（平成27年度）

実績値
（平成28年度）

実績値
（平成29年度）

実績値
（平成30年度）

実績値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率

280,600人
（平成26年）

283,900人
（平成27年）

－ － － －
297,000人

（平成31年）
-

21,175/1.13倍
（平成26年5月）

20,671人/1.10倍
（平成27年5月）

19,670人/1.05倍
（平成28年5月）

19,163人/1.02倍
（平成29年5月）

18,928人/1.01倍
（平成30年5月）

18,049/1.01倍
（令和元年5月）

19,700人/1.20倍
（令和元年5月）

-0.12ポイント

4,019人
（平成26年）

4,599人
（平成27年）

4,374人
（平成28年）

4,546人
（平成29年）

4,620人
（平成30年）

4,599人
（令和元年）

4,570人
（令和元年）

105.3%

事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

１．若い世代・子育て世代に魅力ある住宅政策の展開

(1) 若い世代・
子育て世代の
転入・定住促
進

8
隣居・近居の支
援

公的賃貸住宅事業者
との協力体制の構築

－ 調整・検討 事業者協議 検討 検討 実施 構築 －
親世帯と近居・同居をするため、市外から多摩市
内に転入する子育て世帯の住宅取得費用等に対
し、助成制度を開始した。

第三次住宅マスタープランにて、「隣居・近居施策
の普及促進」がパイロットプランとして位置づけら
れ、隣居・近居施策を実施していない公的賃貸住
宅事業者と制度の構築について協議をしたが、実
施に至らなかった。その後、市内の保育園・幼稚
園へ住まいに関するアンケートを実施したところ、
持家の世帯が多かったことから、子育て世帯の住
宅取得等に対し補助を実施することとした。

「三世代近居・同居促進助成制度」を令和元年度
より実施しているが、実績は4世帯の申請にとど
まっており、市外の対象者への周知方法等が大き
な課題と考えている。令和2年度は、独立行政法
人住宅金融支援機構と協定を締結し、本制度と同
時にフラット３５を利用した場合に、金利を引き下
げる制度の実施や、市外への不動産事業者へパ
ンフレットを送付するなど、取り組みを進めており、
引き続き利用促進を図っていくこととする。また、
当面、3年間の補助制度としており、今後、成果の
確認、施策の効果の検証を行っていく。

9
空き家対策の推
進

空き家実態調査の実
施

－ 調整・検討 実施 検討 検討 検討 実施 100%
東京都空き家対策連絡協議会などの出席や、平
成30年住宅土地統計調査結果の分析を行った。

平成28年度に、多摩市内全域の空家等実態調査
を実施し、空き家の把握を行った。平成25年住宅
土地統計調査結果より低い結果となったが、所有
者特性として、高齢者が多いことなどから、今後、
発生予防、適正管理、利活用について検討が必
要である。また、東京都空き家対策連絡協議会が
発足し、情報収集をすることができた。

平成30年住宅土地統計調査結果では、空家率が
やや増加傾向であることから、引き続き空き家の
実態把握に努める。このため、必要に応じ、定期
的な空家実態調査の実施の検討や、簡易で効率
的に空家状況を把握する手段の研究を進める。ま
た、実態把握の結果、空家対策が必要となる場合
には、空家対策の具体化を検討・実施していく。

10
住替え支援の推
進

（仮称）住替え・居住
支援協議会の設置

－ 調整・検討 準備会 設置 運営 運営 設置 100%

住替え・居住支援協議会において、相談事業4回、
居住支援セミナー1回を実施した。住替え支援とし
て、ＭＵＪＩ×ＵＲ団地リノベーション実例見学等を
実施した。

平成29年度に住替え・居住支援協議会を設立し、
相談事業、普及啓発事業、住替え支援事業の実
施や、入居・生活支援事業についての検討を行っ
た。「居住支援」と「住替え支援」の2つを検討して
きたが、住宅セーフティネット法に基づく居住支援
は、福祉部門と連携強化しながら、住宅確保要配
慮者への具体的な支援を進めていく必要がある。
一方、ニュータウン再生に関わる住替え支援は、
若者世代の流入・定住の促進とともに、ライフス
テージとともに地域内で住替えを行う仕組みにつ
いて、引き続き、検討を要する。

「居住支援」は、これまで、議論してきた方向性を
踏まえ、常設の相談窓口の設置（令和2年7月開設
済）や、住宅関係団体及び福祉部門との連携強化
による住宅確保要配慮者への一体的な支援を進
めるとともに、より多くの主体が居住支援に関わ
り、ネットワークを構築するため協議会の体制を変
更する。「住替え支援」については、当初想定して
いたJTI（住替え・移住支援機構）の制度を利用し
た仕組みの構築は難しいことから、引き続き、都
市計画課内で住替えの仕組みについて、検討す
る。

２．若者の視点を活かしたまちづくりの推進

11
学生の声をまち
づくりに活かす
体制整備

（仮称）学生とのまち
づくり協議会の設置

－ 内部検討 内部検討
設置（多摩市
若者会議の実

施）

設置（多摩市
若者会議の実

施）

設置（多摩市若
者会議の実施）

設置 100%

これまで若者会議に参加してきたコアメンバーを
中心に地域活動解決に向け、若者自らが独立・自
走し、参加者を集め実践を継続する団体として法
人化するなど、「現役世代の地域参加・行政参画
のきっかけ」となった。

平成29年度からの3年間を通じて、のべ参加人数
は735名となり、多くの若者が多摩市の特徴や魅
力、課題について考え、活動したことにより、「学生
のまちづくりへの参画」の土壌を作ることができ
た。
若者会議の取組をメディアで取り上げられた回数
は34回にのぼり、若者がチャレンジできる場が存
在すること自体が街の魅力であるとして「内外に向
けたシティセールスの向上」につながった。

令和2年度以降は、第五次多摩市総合計画第3期
基本計画に掲げる政策である「地域で支え合い、
暮らせるまちづくり」の実施に向け、「合同会社
Michi Lab」と協力・連携しながら、「現役世代の地
域参加・行政参画の促進」に取り組む。

12
地域における学
生との交流促進

青少協地区委員会活
動への青少年参加者
数

20,821人 21,439人 19,318人 20,481人 16,947人 16,198人 20,850人 -4,623人

「合同夜間パトロール」は天候不順により中止と
なったが、「あいさつ運動キャンペーン」を通して地
域の絆が深まった。新型コロナウイルス感染症の
影響で、青少年とボランティア青少年参加人数は
ともに、目標値を下回る結果となった。

平成27年度から地区委員会のイベント内容の充
実を図りったことで目標値を上回ることができた。
しかしながら、平成28年度以降は「合同夜間パト
ロール」や「あいさつ運動キャンペーン」等の行事
が天候不良により中止となったため、目標値を下
回った。加えて、平成30年度と令和元年度は社会
環境整備活動の地域清掃活動や夏休みラジオ体
操などの行事で児童・生徒を含む青少年層の参
加が減少したことも目標を下回る要因となった。

各地区委員会に対し、様々な情報提供や補助金
等を通じて、青少年健全育成活動の支援を継続す
る。また、小・中学校など地域に根ざした学校だけ
でなく、近隣の大学などにも積極的に各地区委員
会の地域活動の周知を図り、学生層を取り込んで
いく。

　「シティセールス戦略の構築」について、多摩市の魅力を再認識し、その魅力を効果的に広く発信する取組の方向性をまとめた「多摩市シ
ティセールス戦略」を策定し、テレビ、Ｗｅｂメディアなどのマスメディアを積極的に活用し、多方面から多摩市の魅力を発信した。
　「観光に関する担い手づくりの推進」については、平成27年度より多摩市の観光振興や担い手組織のあり方を民間企業や市民団体、関係
機関等で意見交換を行い、平成31年度3月に産学官民連携の「多摩市観光まちづくり交流協議会」を設立した。また、令和2年3月に多摩市
観光のあるべき姿について「多摩市観光・交流まちづくりグランドデザイン」として取りまとめた。
　「学生のまちづくりへの参画促進」について、多摩市若者会議の開催を通じて多くの若者が多摩市の特徴や魅力、課題について考え、活
動したことにより、「学生のまちづくりへの参画」の土壌を作ることができた。また若者会議に参加してきたコアメンバーを中心に地域活動解
決に向け、若者自らが独立・自走し、参加者を集め実践を継続する団体として法人化した。

事務局による分析・評価

(1) 学生のま
ちづくりへの参
画促進

②若い世代・子育て世代（20～40歳代）の転入数

施策名

①-1 滞在人口（休日）

①-2 休日における滞在人口合計／滞在人口率
（各年5月、休日14時時点、30歳台）

(2) 多様な
ニーズに応え
る、空き家活
用・住替え支
援

数値目標 Ｂ

2



事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

３．新たな交流が生まれ、育まれるまちづくり

13

聖蹟桜ヶ丘駅周
辺地区・多摩セ
ンター地区の活
性化

聖蹟桜ヶ丘駅・多摩セ
ンター駅周辺での主
なイベントの集客数

83.7万人 84.3万人 84.1万人 71.75万人 84.7万人 103万人 101.4万人 109.0%

聖蹟桜ヶ丘駅周辺地区では、市民主体の実行委
員会主催で「せいせきみらいフェスティバル」を実
施し、545発の花火と10発のラスカル花火を打ち上
げた。多摩センター駅周辺では、ハローキティグ
リーティングやイルミネーションにあわせたパレー
ドを実施するなど、ハローキティに会えるまちのPR
を行った。

聖蹟桜ヶ丘駅周辺地区では、平成27年度より「せい
せき多摩川花火大会」に代わるイベントとして「せい
せきみらいフェスティバル」を実施してきた。第1期の
最終年度である令和元年度には、同時開催の
KAOFESと合わせて約36,000人の来場があった。ま
た、市民や企業からの協賛金・募金も年々増加して
おり、着実に地域イベントとして定着しつつある。キャ
ラクターの活用による街の活性化の面では、日本ア
ニメーションと連携し、毎年ラスカル子ども映画祭や
まち歩き事業を実施するとともに、令和元年度には
新たにラスカルをモチーフにしたまち歩きマップを作
成するなど、その取組を広げてきた。
多摩センター駅周辺地区では、パルテノン大通りに
おけるこどもまつり、ハロウィンなどの大規模イベント
による賑わいを創出するとともに、サンリオエンター
テイメントと連携し、ウエルカムボード制作や出張グ
リーティングを行い、市内外に向け、「ハローキティに
あえる街」を発信してきた。また、本計画最終年度に
は、これまでのイベント事業の定例実施にとどまらな
い、多摩中央公園をはじめ周辺民間事業者等を巻き
こみ、回遊性と賑わい創出を実現するクリエイティブ・
キャンパス構想（仮称）の実現に向けた動きをスター
トさせた。

聖蹟桜ヶ丘地区では、多摩川を地域資源として活
用しつつも、地球温暖化等の影響により大型台風
や大雨による河川増水の危険性が増加している
状況を踏まえ、各種事業を実施する必要がある。
市民の安心安全の確保は市の最重要事項であ
り、せいせきみらいフェスティバルをはじめとする
河川敷のイベントを実施するにあたっては、今後も
実行委員会への参画を継続するなど、特に安全
管理については主体的に担っていく。
多摩センター地区では、ハローキティにあえる街と
してキャラクターを活用した事業の新たな展開を模
索するとともに、クリエイティブ・キャンパス構想（仮
称）の前段として設立するキャンパス・マネジメン
ト・アソシエーション設立準備会において、多摩セ
ンター地区のエリアマネジメント推進を検討してい
く。また、両地区に共通して、新型コロナウイルス
感染症が収束するまでの期間、三密の状況を作り
出さずに活性化を図る方法について検討する必要
がある。

14
市内回遊型ス
ポーツイベントの
実施

市内回遊型スポーツ
イベントの参加者数

－ － － 123人 36人 11人 100人 11.0%

スポーツ推進委員の指導力向上を目的とした研修
を1回実施し（2回企画したが、1回は雨天中止と
なった）、また市内をめぐるノルディックウォーキン
グ事業を年に2回実施した。（3回企画したが1回は
雨天中止となった）

当初、快汗スポーツDAY（体育の日のイベント）を
市内回遊型のイベントへ発展させることを目標とし
ていたが、「訪れてみたい、住んでみたい多摩市」
の実現には、多摩市の魅力である遊歩道を活用
し、市内の四季折々の景色を楽しめるイベントの
実施の方が望ましいと考え、途中で目標を変更し
た。スポーツ推進委員がノルディックウォーキング
の指導者資格を取得し、令和元年度には事務もス
ポーツ振興課へ移管されたことで、継続的に事業
を実施できる体制が徐々に整ってきた。

多摩市内の魅力を発信したり、市民同士の交流を
図るためには、ノルディックウォーキング事業の継
続だけにとどまらず、他の事業（自転車長距離安
全運転講習会、多摩ロードレース、陸上競技場や
東京ヴェルディのコーチを活用したスポーツ教室
など）も展開していきたい。スポーツを通じて、多摩
市の特色ある会場や市内の景色が楽しめる事業
の実施が、スポーツを通じた多摩市のPRに有効だ
と考える。なお、ノルディックウォーキング事業につ
いては、令和2年度には年間7回の実施を予定して
いる。

15
特色ある公園づ
くり

特色ある公園の数 4公園 4公園 4公園 4公園 4公園 4公園
公園施設の更新
にあわせて実施

－

「鶴牧東公園」「奈良原公園」については昨年度検
討していた花苗管理用地としての活用に向け整備
し、令和元年度後半からは、花苗管理用地として
実際に活用を開始した。本事業の一部を障がい者
団体に委託することで、障がい者雇用の拡大にも
貢献することができた。

今後の公園施設管理経費の軽減や公園施設の長
寿命化に向けて、予防保全型管理や事後保全型
管理による適切な公園維持管理とともに、地域の
実情に即した特色ある公園づくりを行うため、平成
30年度に多摩市公園施設長寿命化計画を策定し
た。計画策定にあたっては、公園施設の健全度調
査を実施し、公園施設の現状把握を行うとともに、
平成29年度に公園施設の利用・活用に関する市
民アンケートや市民意見交換会を実施し、今後の
公園のあり方について意見聴取した。
計画の実施に際しては、更新工事の前年までに
地域ワークショップを開催し、地域の公園のあり
方、公園施設の利活用について意見交換を行い、
それを踏まえて更新工事実施しており、地域の特
性に応じた特色ある公園づくりができたと考えてい
る。
また、公園施設長寿命化計画と並行して乞田・貝
取ふれあい広場公園では設置管理許可制度を活
用、多摩東公園では指定管理者制度を活用し、民
間活力を導入することで、公園の自由度と利便性
の向上、賑わいの創出を図る取組みを実施するこ
とができた。

今後、公園施設長寿命化計画を進めるにあたって
は、引き続き地域のニーズを踏まえて更新を検討
することで賑わいのある公園を目指していく。
また、公園全体のあり方を検討する中で、民間活
力の導入や障がい者団体の活用等、様々な主体
が関わり合い、各公園の魅力が最大限活かされる
ような管理手法の検討をしていく必要がある。検討
を進めるにあたっては、公園管理業者や既存の各
種ボランティア団体との調整・整理を慎重に行う必
要がある。

16
寄附金（ふるさと
納税）を通じた来
街促進

市外在住の個人から
の寄附件数

3件 143件 186件 265件 274件 284件 150件 191.2%

返礼品を25品→37品に拡充した。寄付件数は昨
年度よりも伸びて、計286件（14,420,000円）の申し
込みがあった。
　また地方税法の改正により、ふるさと納税の対
象自治体となるための指定制度が創設され、多摩
市は令和元年5月14日付で総務大臣が定める基
準に適合した自治体として指定をされた。

当初の目標値に対して、最終年度は191.2%と大幅
に上回る寄附件数となったことはふるさと納税を通
じて、市外在住者との接点を増やすことで、新たな
交流を創出し、市のPRに繋がったと考えられる。
目的型寄附の項目を見直しや、寄附の活用報告
をすることで寄附金がどのようにまちづくりに活用
されているかを明確にし、寄附文化の醸成を図っ
たといえる。

今後も継続して市への愛着の醸成や来街促進に
向けて、引き続き、他市にはない魅力的な返礼品
を設定していく。また返礼品がなくても市民が寄附
を行うためのモチベーションとなるような取組を継
続していく。

(2) 地域間交
流の促進

17
地域間の連携事
業の推進

他自治体との交流・共
同事業数

7事業 6事業 6事業 7事業 4事業 6事業 8事業 -100%

都市交流推進事業については、予定していた「す
ずらん植栽事業」、「オッコー祭りに参加する旅事
業」、「ハロウィンin多摩センター及びサンリオ
ピューロランド富士見町民招待事業」の3事業を実
施。各事業を通し、多摩市、富士見町の市民レベ
ルでの交流促進を図ることができた。また、スポー
ツ振興課の「八ヶ岳子どもサッカー体験事業」、教
育振興課の「子ども体験塾（2事業）」についても昨
年度と同様に実施した。

荒天による事業の中止や、実施が3年に一度程度
の事業もあり、目標の事業数を達成できたのは平
成29年度のみであった。その他の事業について
は、概ね予定通りに事業を実施することができ、友
好都市富士見町および、近隣自治体等との交流
や双方向的な魅力発信を行うことが出来た。

・今後も継続して、友好都市富士見町との都市交
流推進事業や近隣自治体等との交流事業を実施
していく。
・都市交流推進事業については、既存の事業をよ
り広がりのある交流事業となるようにしていくこと
が求められているため、富士見町と協議しつつ、
事業内容の検討を行う。また基本目標達成のた
め、若い世代をより多く呼び込める事業を企画立
案・実施していく。
・近隣自治体等との地域間連携事業については、
経済観光課の他市連携事業など、平成27年度時
点では実施されていなかった事業も増えてきてい
るため、今後、地域間交流を更に促進することが
考えられる。

(1) 「訪れてみ
たい、住んで
みたい多摩
市」に向けた

PR

施策名

3
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No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値
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実績値

（令和元年度）
目標値
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に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

４．シティセールスの推進

18
シティセールス
戦略の構築

（仮称）多摩市シティ
セールス戦略の策定

－ 検討 検討 戦略案作成
策定、施策の

実行
策定、施策の

実行
策定 100%

テレビ・Webニュースなどのマスメディアを積極的に
活用し、これまで情報接触度の低かった市外の人
たちへの情報発信に取り組んだ。また、ビジネス
誌・住宅情報系Webサイトを活用したプッシュ型広
報の新しい手法に取り組み、多摩市の認知・理
解・好意を高めた。

新しい人の流れをつくるため、市の魅力を発信す
る総合的なシティセールス活動の取組の方向性を
定める「シティセールス戦略」の策定に向けた庁内
ワーキングチームによる検討から始まり、シティ
セールス政策監の設置により作業をすすめ、平成
30年4月「シティセールス戦略」の策定を受けて、こ
れに基づく活動を開始し、市の魅力となる情報を
ターゲットに向けて効果的に発信する事業を開始
した。テレビ・Webメディアを活用した魅力発信、
ターゲットに向けた広告出稿など新たな手法にも
積極的に取り組み、多方向から多摩市の魅力発
信をおこなっている。

第１期におけるシティセールス事業は、「まちの魅
力」を発掘し、テレビ・Webメディアにより広く多くの
人に多摩市の魅力を伝える広報活動を中心に取
り組んできた。その結果、市の認知・理解・好意の
向上に伴い来街誘致などに貢献する一方、市の
魅力を形成する情報が既存の「モノ」「コト」である
ため、市のイメージがストックされにくいという課題
も顕在化している。今後の方向性は、更にターゲッ
トを明確化し、そのターゲットの人々に「多摩市の
明確なイメージ」を持ってもらうことを目指す。その
ため多摩市のブランド構築を目標にした中期の
「シティセールス戦略」の更新に着手し、今後のシ
ティセールス事業に取り組んでいく。

19
観光に関する担
い手づくりの推
進

検討組織の設置（観
光に関する担い手づく
り）

－
観光振興に関
する意見交換
会による検討

観光振興に関
する意見交換
会による検討

観光振興に関
する意見交換
会による検討

観光に関する
担い手組織の

設置

観光に関する
担い手組織の

運営
設置 100%

設立初年度の取組として、4回の定例会及び役員
会を通して、多摩市の観光施策の方向性について
意見交換を行い、多摩市観光のあるべき姿につい
て「多摩市観光・交流まちづくりグランドデザイン」
として取りまとめ、令和2年3月、多摩市長へ提言し
た。
また、協議会主催の観光ツアーを企画したが、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受
けて中止となった。

観光振興に関する担い手組織の設置を目標に、
「多摩市観光振興に関する意見交換会」で議論を
重ねてきた。多摩市観光の現状の共有や魅力の
洗い出し等を行う中で、改めて観光振興の担い手
組織の必要性を確認し、平成31年3月、「多摩市観
光まちづくり交流協議会」を設立した。本協議会
は、令和元年度末日時点で地元企業や大学、市
民団体、行政等の多様な19団体により構成されて
おり、令和元年度は各4回の定例会及び役員会を
通して、多摩市の観光施策の方向性について意
見交換を行った。

令和元年度は、設立初年度の取組として市内外
への協議会の認知度を向上させるため、会員企
業の協力により観光ツアー事業を企画していた
が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
で中止になった。感染症の収束まで数年は必要と
いわれており、いわゆるWITHコロナ時代における
観光事業のあり方について、協議会で議論してい
く必要がある。また、本協議会は、法人格及び予
算を持たない任意団体である。そのため、観光振
興の担い手として即効性のある事業を展開してい
くためにも、組織のあり方や予算について検討す
るとともに、行政として必要な支援を行っていく。

20
市内産品を使っ
た新たな特産品
の開発

市特産品等の開発数 － 2件（累計） 3件（累計） 3件（累計） 3件（累計） 3件（累計） 3件（累計） 100%
10月10日の「目の愛護デー」に合わせ、多摩市産
ブルーベリーゼリーを2,000個生産し完売した。

目標であった新たな商品開発について、焼きかり
んとう「多摩の散歩道」の新しいフレーバーの開発
を行ったが、既存の商品については販売が頭打ち
となり、庁内での販売促進を行うことでようやく完
売できたというのが現状である。今後も販路を広
げるためのアイデアを出し続ける必要がある。

今後も新たな商品開発を継続する。また、販路拡
大のためにはこれまでのやり方ではなく、もっと大
胆な方法も模索していく必要がある。

①ハローキティに会え
る街ＰＲビデオの閲覧
回数（Youtube）（※総
閲覧回数）

－ 22,752回 40,346回 57,886回 76,445回 85,832回 120,000回 71.5%

②ロケ撮影受入件数
（平成29年度～）

152件 117件 145件 147件 150件 125件 153件 -27件

22
定住促進のため
のまちのPRの促
進

魅力発信サイト「丘の
まち」のアクセス数

－ 44,267回
27,207回(休止
期間4ヶ月あり)

66,697回 85,912回 81,204回 80,000回 101.5%

5月～8月のSNSなどによる告知不足、新型コロナ
ウイルス感染症で取材を自粛し、記事が上がらな
かった2月～3月でアクセス数が減少したため、全
体の閲覧数は前年を下回った。しかし、SNSでの
告知を含め、通常の活動が出来ていた9月～1月
は、閲覧数が過去最高であった前年を上回ってお
り、効果的な魅力発信が行うことができた。

平成30年度から開始したシティセールス事業の重
要な情報発信手段として活用されている。コンテン
ツの充実とともにユーザーの接触数も増加し、平
成30年度、令和元年度は、それぞれの目標値を
達成した。公式ホームページの「丘のまち」コンテ
ンツに加え、SNSツールであるインスタグラムを導
入するなど積極的に新しい手法に取り組んでき
た。

引き続き、シティセールス事業の重要な情報発信
手段として積極的な活用を進めていく。

(2) まちのPR・
魅力発信

近隣市と共同で運営しているFacebookページに定
期的に観光情報を掲載した。11月に豊洲市場で
開催された多摩の魅力発信イベントに経済観光
課、秘書広報課、企画課の3課で出展し、ラスカル
グリーティングを実施して街のPRを行うなど市外
からの来街を促進した。

多摩市の観光振興における情報発信の究極的な
目標は定住促進であり、そのための前段階として
関係人口を増やす取組を実施していく。そのため
にも、観光とシティセールスを一体的な取組として
展開していく。引き続きキャラクターを活用した魅
力発信や新たな観光資源を作ることで広く多摩市
をPRするとともに、多摩市に興味、関心を持った
方や実際に多摩市に訪れた方に対するシティセー
ルスやおもてなしの取組によって再訪問や定住へ
つなげていく。

市内立地企業協力のもと、ハローキティやラスカ
ル、しまじろうといった人気キャラクターを観光資源
として活用し、他市にはない特徴的な情報発信を
行ってきた。また、聖蹟桜ヶ丘地区及び多摩セン
ター地区に、新たな観光資源としてラスカル及び
ハローキティをデザインしたマンホールを作成し
た。シティセールスの取組としては、平成27年1月
にまちの魅力発信サイト「丘のまち～東京・多摩
ニュータウンに暮らす」を開設し、主に市外の若い
世代に対して来街から定住につながるような情報
発信を行ってきた。平成30年4月には、市が一丸と
なってシティセールスに取り組んでいくため、「多摩
市シティセールス戦略」を策定した。

21
地域資源を活用
した魅力発信に
よる知名度向上

施策名

(1) シティセー
ルス戦略の構

築

4



■ 基本目標3：子育て・子育ちをみんなで支える　～仕事と子育てを両立できる地域づくり～

現状値
（平成26年度）

実績値
（平成27年度）

実績値
（平成28年度）

実績値
（平成29年度）

実績値
（平成30年度）

実績値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率

67.7% 70.2%

世論調査実施
なし

【参考】H29年
度:

62.8%

62.8%

世論調査実施
なし

【参考】R1年度:
72.7%

72.7% 80.0% 40.7%

事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

１．子育てを支える保育サービスの基盤整備

23
3歳未満児の保
育量の拡大

３歳未満児の保育所
待機児童数の待機率

7.5%
(95人/1,273人)

3.2%
(44人/1,376人)

5.0%
(71人/1,406人)

5.5％
（77人/1,401

人）

5.4％
（75人/1,397

人）

5.4％
（75人/1,400

人）
0% 28.0%

・東京大谷幼稚園の認定こども園化により保育枠
（定員18人）の確保を行った。
・キッズサポート多摩第二めぐみクラブの定員数を
拡大し、保育枠の確保を図った（定員70人）。

平成28年4月1日に待機児童が解消されるよう保
育枠の確保の内容を計画に定めて施設整備を進
めてきたが、駅周辺の大規模集合住宅の建設や
女性の就業率の向上等が重なり、保育需要の高
まりが続いていることから、平成28年度に最新の
将来人口推計や実績をもとに、平成29年度以降
の保育の確保方策について計画の時点修正を
行った。国・都の補助を活用し市の負担を減らす
取組や、認可保育所以外の保育施設の活用、幼
稚園の預かり保育長時間化による保育需要の受
け皿化等、様々な方策を用いて、予期しなかった
増加率の保育ニーズに応える対策を行った。

今後予定する保育所等の大規模修繕及び今ある
保育所の整備計画を基本とし、待機児童数の推
移に注視しながら主に駅周辺を中心に保育枠の
確保を図っていく。

24
認定子ども園へ
の移行支援

認定こども園への移
行数

0園 1園 2園 2園 2園 3園  4園 75.0%

3園の認定こども園に対して、引き続き継続して安
定的な運営ができるよう、運営の補助を行った。
・他に認定こども園への移行を考えている幼稚園
に対して、移行した場合の実施基準や運営費の試
算等を行い、移行のための働きかけを行ったが、
施設側の受け入れ体制構築ができず、認定こども
園への移行を行わなかった。

幼稚園が子ども・子育て支援新制度園に移行する
際、運営費の試算や説明資料の作成、在園児に
対する保護者説明会への同席・説明、提出物の指
導等といった事務上及び経営上の移行支援を
行った。また、現行制度と新制度を比較して利用
者負担が増えてしまう家庭があることから、移行前
後での在園児の利用者負担額の差額の計算や、
平成30年には教育に係る利用者負担額の改定も
行い、より移行のメリットがあり移行後の運営がス
ムーズとなるような環境の整備も行った。

幼稚園が新制度園に移行を検討する際は、新制
度幼稚園ではなく認定こども園となるよう働きかけ
ていく。

25
事業所内保育所
の整備支援

事業所内保育所の整
備支援数

－ 0ヶ所 1ヶ所 1ヶ所 1ヶ所 1ヶ所 2ヶ所 50.0%

計画にはなかった認可保育所の整備を行ったた
め、事業所内保育所の整備を行わなかった。
・実績値以外に、企業主導型保育所が市内に3施
設開所。
・企業主導型保育施設の地域枠で160時間以上の
契約をした市民に対し、月額30,000円を上限に実
際に支払う保育料の1/2を補助し、利用者の負担
軽減を行った。
・10月から幼児教育・保育無償化に対応し、さらな
る利用者負担軽減策を図った。

事業所内保育所の整備を行うことで、安心して子
育てしながら働ける環境を整備するとともに保育
の質を確保し、地域経済の活性化にもつなげなが
ら待機児童対策を図った。平成29年度から国が企
業主導型保育事業を開始し、設置意義が重複す
るため事業所内保育所の追加整備は行わなかっ
た。そのため、企業主導型保育所に通う市民への
保育料補助や第三者評価受審費補助を行い、利
用者負担軽減策及び保育の質の確保策を講じな
がら企業主導型保育施設の利用環境の向上を
行った。

今後、予定する保育所等の大規模修繕及び今あ
る保育所の整備計画を基本とし、企業主導型保育
事業の地域枠設定を含め、待機児童数の推移に
注視しながら主に駅周辺を中心に保育枠の確保
を図っていく。

26
病児・病後児保
育事業の充実

病児・病後児保育実
施施設数

1施設 2施設 2施設 2施設 2施設 2施設 2施設 100%

病児保育事業において、新事業者とともに暫定的
な実施場所の確保・調整等を行い、切れ目なく多
摩センターエリアでの事業再開が行えるよう支援し
た。

5年間の実績値は100％で推移しているが、病児
保育事業の収支の安定化が困難なことが課題で
あり、平成30年4月に実施事業者が変更となった。
そのため、委託費の見直しや周知活動の充実、
キャンセル料の徴収等、市の事業費だけではなく
実施事業者の経営努力による取組も併せて事業
の改善を図った。また、病児保育の対象年齢につ
いて、事業開始当初は未就学児までだったが、令
和2年4月1日に小学校6年生まで拡大した。

利用者の確保に向けて周知活動を行うとともに、
病児・病後児保育事業活動の安定化と利便性の
向上に対する取組を検討する。

27
幼稚園の一時預
かりの充実

幼稚園における一時
預かりの実施園数

1園 2園 4園 5園 5園 5園 5園 100%

富士ヶ丘幼稚園、おだ認定こども園、多摩みゆき
幼稚園、錦秋幼稚園、せいとく幼稚園で一時預か
りを実施した。この内、おだ認定こども園について
は「東京都私立幼稚園預かり保育推進補助」を活
用し、預かり保育事業を実施した。

私立幼稚園が行う預かり保育は、都の私学助成
が直接行う預かり保育推進補助と、子ども・子育て
支援法に基づく事業を推進するための子ども・子
育て支援交付金を根拠とした幼稚園型一時預かり
がある。市内幼稚園9園は、いずれかの事業で預
かり保育を全園で実施しており、市民の教育時間
外の預かりニーズに応えることができた。幼稚園
型一時預かり事業については、5年間で補助単価
の引き上げや新たな加算項目の創設に取り組
み、預かり時間の長時間化や長期休業中の預か
りを実施することができ、働く保護者等が幼児教育
を選択しやすい環境を整えることができた。

左記の他の市内現行制度幼稚園4園は「東京都
私立幼稚園預かり保育推進補助」を活用している
ため、多摩市内幼稚園全園で一時預かり事業を
実施している。今後は、預かり保育の長時間化を
助成し多様化する市民ニーズに応えられるよう
に、幼稚園型一時預かり事業への移行を支援す
る。

28
保育園の一時保
育の充実

定期利用保育事業利
用件数

－ 8,383件 9,611件 8,781件 9,137件 9,921件 11,000件 90.2%
一時保育実施園全園（10園）で定期利用保育を実
施した。

本来一時的な保育ニーズに応えるために行ってい
る一時保育事業が、待機児童の発生により恒常
的に利用されてしまうことから、定期利用保育制度
を構築し、一時保育事業の枠内において実施する
ことで利用者の負担軽減並びに定期的な預け先
の確保を行った。定期利用保育の実施に当たって
は、一時保育事業の枠の半数を超えない範囲とす
ることにより、一時保育希望者への枠を確保し、本
来の事業目的を達成できるように制度設計した。
定期利用保育の利用率は年々増加しており、パー
トタイム就労等への保育ニーズに応えることがで
きた。

定期利用保育事業を実施することによって一時保
育の利用が阻害されないように留意しつつ、個別
の事業のバランスを取りながら市民ニーズに対応
していく。

　「保育所の待機児童対策」や「就労と子育ての両立支援」について国の制度である企業主導型保育施設の地域枠に対する利用者負担軽
減の補助制度の創設や、認証保育所への単願での入所申請者に対する入園料補助制度等により保育環境の充実に取り組んだものの、待
機児童は発生している状況であり、定期利用保育の利用率も年々増加していることも踏まえ、引き続き様々なニーズを分析しながら、取組を
進める必要がある。また今後の保育所等の大規模修繕及び今ある保育所の整備計画を基に、待機児童数の推移に注視しながら。駅周辺
を中心に保育枠の確保していく必要がある。
　「地域コミュニティによる子育て支援の充実」について、平成27年度当初は5か所だった子育てひろばは、令和元年度には8か所と連携館1
か所まで拡大し、地域の身近な相談場所としての役割を果たしている。またファミリーサポートセンターの会員数は、会員登録説明会の会場
を順番に変えての毎月開催や、利用ニーズの高い地域へ会員講習会のチラシを個別配布するなどの着実な取組の結果、会員数は目標値
を達成した。
　「特色ある教育の推進」について、５年間の累計で市内全校（２６校）が「子どもみらい会議」に参加し、各校の特色あるＥＳＤを発信し、多摩
市のＥＳＤを充実・発展させることができた。子どもたちは毎年出されるテーマに基づき、今後自分たちが取り組んでいくべきことを協議して、
メッセージを作成、発表を行っている。また、平成２９年１１月に（株）ベネッセコーポレーションと「地域発展の推進に関する包括連携協定」を
結び、平成３０年度から市立中学校で外国人講師とのオンライン英会話の授業が開始されているなど、多摩市ならではの教育を推進してい
る。

施策名

多摩市は「子育てがしやすい」と答える子育て期の市民の割合

(1) 保育所の
待機児童対策

(2) 就労と子
育ての両立支
援

事務局による分析・評価数値目標 Ｂ
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事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

１．子育てを支える保育サービスの基盤整備

29
放課後子ども教
室事業

放課後子ども教室の
活動回数

583回 578回 542回 621回 558回 502回 780回 -81回

令和元年度は、市内小学校17校中15校で実施し
た。また、未実施校2校のうち1校において、1回試
行実施した。もう１校の未実施においては、安全サ
ポートスタッフの確保が難しく、全校実施には至ら
なかった。
また、新型コロナウイルス感染症の影響で実績値
は前年度比で減少した。

放課後子ども教室事業の整備計画では令和元年
度までに全小学校で放課後子ども教室を実施でき
るように整備を進め、実施回数やプログラムも週2
回以上の定期的な教室の実施を目指していたが、
2校が未実施校として残っている。実施計画では週
2日以上を目指すとしているが、地域特性に応じた
開催日数が実情となっている。

未実施校の2校のうち1校は令和元年度に試行実
施を行い、令和2年度に本格実施に向けて調整中
である。今後も放課後子ども教室の質的向上を図
り、地域の特性に応じた、持続可能な放課後子ど
も教室の運営を行うと同時に、学校関係者・学童
クラブの運営担当者・児童館職員を通じて、放課
後子ども教室への理解と周知を行い、積極的な参
加を促していく。

30
学童クラブの充
実

学童クラブの施設定
員数

1,482人 1,527人 1,543人 1,599人 1,771人 1,861人 1,861人 100%

施設整備を進めるとともに、一部学童クラブで定員
の見直しを行い、定員増を行った。そのため、昨年
度より申請者数は増加したものの、待機児童数は
減少した。

この5年間では、待機児童数の状況や今後の推計
を考慮し、待機児童の発生しそうなエリアに学童ク
ラブを新設・増設するとともに、既存の施設内での
定員増を図ってきた。そのため、申請者数も年々
増加しているが、平成29年度以降は、待機児童数
は減少した。

待機児童発生の状況を検証し、必要なエリアには
施設整備を進めるとともに、今後の財政状況も踏
まえ、施設整備以外での待機児童の解消策を検
討し、実施していく。

２．地域ぐるみの子育て・子育ち支援

31
地域子育て支援
拠点施設の整備

地域子育て支援拠点
施設の整備数

0拠点 5拠点 7拠点 7拠点 7拠点 8拠点 8拠点 100%

新たに連光寺児童館を地域子育て支援拠点とし
て、子育てマネージャーを配置し、常設の子育て
ひろばを開設した。あわせて、出張ひろばを週に1
回実施した。

計画通り、支援拠点の整備を進めていったが、連
光寺学童クラブの移設が予定の平成29年度より
遅れたため、連光寺児童館の地域子育て支援拠
点施設としての開設も令和元年度に変更となっ
た。また、計画に加え、桜ケ丘児童館を一ノ宮児
童館の連携館と位置づけ、地域子育て支援事業
（連携型）を実施し、より地域に根差した子育て支
援を実施することができた。

地域子育て支援拠点施設として位置付けていない
児童館の今後の整備について、検討を進めてい
く。

32
子育てひろばで
の親子の交流促
進の充実

子育てひろばの利用
者数

43,475人 75,656人 89,140人 94,005人 95,836人 87,127人 87,402人 99.4%

平成31年4月に連光寺児童館に子育てひろばを新
規に整備した。
子育てマネージャーなどを対象に研修を3講座実
施した。

平成27年開設当初は5か所だった子育てひろば
は、令和元年度には8か所と連携館1か所まで拡
大し、身近な親子の交流の場として定着しつつあ
る。また、全ひろばに配置している子育てマネー
ジャーについても、研修を重ねて行うことでスキル
アップを図り、地域に気軽に相談できる役割を担う
とともに、他機関と連携することで、児童虐待の早
期発見・未然防止を図り、ポピュレーションアプ
ローチとしての機能も担っている。

引き続き地域の身近な子育て相談場所として子育
てマネージャーの育成を図っていく。また、気軽に
立ち寄れる子育てひろばとしていくことで、子育て
親子を地域で支える仕組みを構築していく。

33
ファミリー･サ
ポート･センター
事業の推進

ファミリー・サポート・
センターの会員数

1,143人 1,215人 1,262人 1,305人 1,321人 1,385人 1,261人 205.1%

会員登録説明会は、様々な地域の人が参加しや
すいように、会場を順番に変えて毎月開催した。
提供会員講習会チラシを、利用ニーズの多い地域
へ戸別配布した。
契約期間を3か年とすることで、事業の安定性・継
続性を図った。

子育て家庭の援助及び地域における支え合いの
子育て機能の充実を図ることを目的に事業を実施
し、仕事と家庭の両立を支援し、安心して子育てが
できるための環境整備を図った。会員数について
は、着実な周知活動が実を結び、増加している。

引き続き子育て家庭の援助及び地域における支
え合いの子育て機能の充実を図り、周知活動に努
めていく。

３．特色ある教育の推進

34
国内外の学校等
との交流

Web会議システム等を
利用し、国内外の学
校等との交流を行っ
ている学校数

5校 6校 2校 2校 0校 2校 8校 -100%

Web会議システムを通して、国外の学校と中学校2
校が交流を実施した。使用回数は3回であった。
Web会議システム以外の交流では、中学校に留学
生を招聘し、英語によるコミュニケーション活動を
定期的に行ったり、外部団体の協力を得て、アジ
ア圏の方々との交流会を開催したりするなどの国
際交流を推進したり、アートマイルプロジェクトなど
を利用して交流を進めた。

Web会議システムの利用として、活用した学校が
限定的であったり、活用方法が学校に周知しきれ
ていない等の課題が見られた。実施した学校にお
いては、発表や交流という視点で充実した活動に
なっていたことを踏まえると、改めてWeb会議シス
テムの周知と活用方法を各学校に示していく必要
がある。

中学校においては、国際理解をテーマに総合的な
学習の時間の学習を進める学校では、海外の交
流が有効な活動である反面、環境等をテーマとし
ている学校では、海外との交流とまではなかなか
至らない。海外に限定せず、近隣の学校などから
Web会議システムを利用し、気軽に交流が図れる
よう、ICT担当者連絡会やESD実践研修で紹介を
していきたい。

35
持続発展教育・
ESDに関わる
取組成果の発信

「子どもみらい会議」
において、持続発展
教育・ESDに関わる取
組み成果を発信した
学校の累積数

－ 5校（累計） 10校（累計） 15校（累計） 21校（累計） 26校（累計）
市内全校（26
校）（累計）

100%

令和元年度の「子どもみらい会議」参加校5校の児
童・生徒、市内外教員、保護者、地域協力者等が
恵泉女学園大学を会場に約190人が「子どもみら
い会議」に参加した。児童・生徒はSDGｓ11「住み
続けられるまちづくりを」に関連した地域をテーマ
に「地域や自然との関わりを大切にし、それを行動
にうつすことで、多摩市を住み続けられるまちにし
よう」メッセージを作成し、発信することができた。

ESDの充実・発展期として、多摩市子どもみらい会
議が各学校の特色のあるESDの取組を児童・生徒
が発信する場となり、ESDの取組を推進することが
できた。また、多摩市子どもみらい会議を市民や
保護者にも参観してもらうことで、各学校の取組が
周知することができた。

これまでのESDの取組を踏まえながら、『「2050年
の大人づくり」に向けたセカンドステージ』をテーマ
に児童・生徒に「持続可能の社会の創り手」として
の資質・能力を育成すべく、①ESDを通じた義務教
育9年間で身に付けさせたい資質・能力の設定、
②SDGｓを踏まえたESDの推進、③地域・企業の
大人も一緒に考える新たな「多摩市子どもみらい
会議」の実施の3点を戦略としてESDの充実を図っ
ていく。

36 食育の推進
地場野菜を使った給
食の提供回数

131回 127回 140回 154回 219回 196回 170回 166.7%

前年度同様限られた作付け面積の中で、天候不
順や新型コロナ感染症対策による3月の学校休業
などの影響を受け、予定通り使用ができないことも
あった。令和元年度においても農協・生産農家と
調整し、計画的な作付けなども行った。また、計画
外の使用の調整などもできる範囲で受け入れる等
したため、目標提供回数を上回った。

毎年、計画的に農協・生産農家と調整し取り入れ
ていくことにより。徐々に地場野菜を取り入れられ
る回数が増えてきた。また、計画外であっても取り
入れられる地場野菜があればできる範囲で受け
入れていけるように柔軟な対応ができると実績値
も上がりやすくなると感じた。

地場野菜は、限られた作付け面積の中で作られ、
天候等に大きく左右されるため、全てを計画通り
進めることが非常に難しい。また、生産者農家の
キャンセルや追加があると契約している物資登録
業者へも追加やキャンセルを行うことになる。地場
の野菜を優先したいことはご理解いただいている
が、できるだけ計画的に行えるのが理想である。
また、突然の追加やキャンセルができるだけ無い
ようにしていきたいと考えている。

(3) 放課後の
子どもの居場
所づくり

施策名

(1) 地域コミュ
ニティによる子
育て支援の充
実

(1) 持続発展
教育・ESDの
推進
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■ 基本目標4：いつまでも安心してくらし続けられるまちをつくる　～”健幸”に暮らせるまちづくり～

現状値
（平成26年度）

実績値
（平成27年度）

実績値
（平成28年度）

実績値
（平成29年度）

実績値
（平成30年度）

実績値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率

91.3% 88.6%

世論調査実施
なし

【参考】H29年
度:

85.8%

85.8%

世論調査実施
なし

【参考】R1年度:
86.7%

86.7% 93.5% -4.6ポイント

事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

１．健幸都市（スマートウェルネスシティ）に関する取り組みの推進

37
健幸まちづくり推
進事業

市民の健康寿命　※
東京保健所長会方
式・要支援１以上

男性:81.67歳
女性:83.53歳
（平成25年）

男性:81.89歳
女性:83.50歳
（平成26年）

男性：82.20歳
女性：83.57歳
(平成27年)

男性：82.47歳
女性：83.70歳
(平成28年)

男性：82.61歳
女性：83.92歳
（平成29年）

男性：82.79歳
女性：83.97歳
（平成30年）

男性:82.17歳
女性:83.77歳
（平成30年）

男性：224.0％
女性：183.3％

40～50代の市民が集まる場所において、健康や
運動に関する実技・知識を伝え、知識伝達を後押
しする「健幸からだ講座」、中学生を対象に喫煙が
健康に及ぼす影響等を伝える「中学生向け健幸教
育」などを実施し、幅広い年齢層の市民への浸透
を図った。

「健幸まちづくり推進協議会」による健幸まちづくり
の方向性の検討を経た「多摩市健幸まちづくり基
本方針」、「多摩市健幸都市宣言」の制定など、健
幸都市の実現に向けた基本的な枠組を構築し、ラ
イフウェルネス検定、健幸啓発情報誌発行、ノル
ディックウォーキング推進等の具体的な事業を
行った。これらの市民の「健康」と「幸せ」を意識し
た健幸まちづくりの取組は、健幸まちづくり推進事
業を超えて広く実施されている。これらにより、市
民の健康寿命は目標を上回って延伸して、男性・
女性ともに都内トップクラスを維持している。

令和元年6月策定の第五次多摩市総合計画第3
期基本計画において、計画の基盤となる考え方と
して「健幸まちづくりのさらなる推進」が掲げられ
た。加えて、年度当初に設定する「部（局）の目標
及び取組方針」の中で｢健幸まちづくりにおける部
の役割｣を定め、各課が健幸まちづくりの視点を踏
まえて実施する取組を設定するなど、すべての所
管で健幸まちづくりを推進する体制が整った。この
枠組のもと、今後ともさらに健幸まちづくりの取組
を推進していく。

①健康のために実践
していることがある市
民の割合

59.8% 59.6%

世論調査実施
なし

【参考】H29年
度:62.1%

62.1%

世論調査実施
なし

【参考】R1年
度:66.2%

66.2% 65.0% 123.1%

②健康づくり推進員の
地区活動及び啓発活
動への延べ参加者数
（平成28年度～）

－ － 3,575人 3,530人 4,317人 3,326人 4,000人 83.2%

①多摩市は住みやす
いと答える高齢者の
割合（多摩市世論調
査60歳以上）

- 88.2%

世論調査実施
なし

【参考】H29年
度:86.0%

86.0%

世論調査実施
なし

【参考】R1年
度:87.7%

87.7% 80.0% 109.6%

②介護予防ボランティ
ア登録者数（平成28
年度～）

－ 162人 231人 331人 414人 478人 400人 119.5%

(3) 身近な相
談拠点の整備

40
身近な相談拠点
の整備

地域包括支援セン
ターの身近なところへ
の移転数及び分所
（ボランチ）の設置数

0拠点（累計） 0拠点(累計) 0拠点（累計） 1拠点（累計） 2拠点（累計） 3拠点（累計） 5拠点（累計） 60.0%
東部地域包括支援センターを法人事務所から諏
訪複合教育施設へ移し、市民の身近な場所への
移転を図った。

第1期においては、平成28年度に中部地域包括支
援センターを永山商店街に移転、平成30年度に北
部地域包括支援センターを関戸・一ノ宮つむぎ館
に移転、令和元年度に東部地域包括支援セン
ターを諏訪複合教育施設に移転することができ、
相談拠点を市民の身近な場所へ移すことで相談
件数の増加や業務効率性の向上を図ることがで
きた。

今後も、相談拠点を市民の身近な場所に設置して
いくため、地域包括支援センターの再配置や第二
拠点の設置について、高齢者人口の推移や全市
的な公共施設の動向、都営住宅の建築等の状況
を踏まえ、検討を進める。

　「健康寿命を延伸する取り組み」について、「多摩市健幸都市宣言」の制定、「多摩市健幸まちづくり基本方針」を策定した。この基本方針
に基づき「健幸都市（スマートウェルネスシティ）・多摩の創造」の取組を推進し、平成28年度に庁内推進体制を整備し、地域の中において健
幸まちづくりにつなげることができた。令和元年度は、40～50代や中学生を対象に健幸教育を実施し、幅広い年齢層の市民への浸透を図っ
たところである。
　「多摩市版地域包括ケアシステムの構築」については、「多摩市地域包括ケアシステム専門部会」を設置し、各分野内で支援者間の連携を
図るとともに、部門を超えた支援者間の連携の充実を図ることにより、必要な支援に繋げていく仕組みの構築へ向けて、検討を行った。ま
た、相談窓口案内の更新・HP掲載調整を行い、連携の円滑化、さらなる情報発信を行った。
　「多摩ニュータウンの再生の推進」について、平成27年度に策定した「多摩市ニュータウン再生方針」に示された取組の推進のため、「多摩
市ニュータウン再生推進会議」において検討を行い、平成30年2月には、地区別のまちづくり計画として「多摩ニュータウン　リ・デザイン　諏
訪・永山まちづくり計画」を策定した。さらに諏訪・永山まちづくり計画における検討や取組を他地区の再生への展開のため、多摩ニュータウ
ン全体の将来都市構造を描く全体計画をとりまとめ、多摩ニュータウン再生に向けた取組を着実に進めているところである。

数値目標

多摩市は「住みやすい」、「どちらかというと住みやすい」と答えた
市民の割合

事務局による分析・評価

今後も、継続して市民の健康づくり活動を支援して
いくため、健康づくり推進員協議会を主体とし、新
型コロナ感染症拡大状況等も踏まえた上で、
ウォーキング等の企画実施や健康づくりに関する
情報発信を推進していく。

職員同士の顔の見える関係を築く「きづく・つなぐ」
のための多摩市版地域包括ケアシステム研修を
行い、支援者間の連携の充実を図った。また、相
談窓口案内の更新・HP掲載調整を行い、連携の
円滑化、さらなる情報発信を行った。

今後は多摩市版地域包括ケアシステムをさらに発
展させ、生活困窮者をはじめとした多様かつ複雑
な課題を抱える市民に向けた多機関協働かつ包
括的な相談体制づくりに取り組む。

健康づくり推進員協議会が主体となり、ウォーキン
グ等の企画・運営により、健康づくりに関する動機
付け、健康づくりを継続するための機会の提供が
できた。
コロナの影響で2.3月は活動がなく、実績値は落ち
ているが、それまでの数値をみると市民の割合は
増加傾向となっている。

健康づくり推進員協議会が主体となり、定期的に
市民の健康に関する動機付け、健康づくりを継続
する機会を提供することで、健康に関して実施して
いることがある市民の割合を順調に増加すること
ができた。また、平成28年に、聖蹟桜ヶ丘・永山・
多摩センターの各駅周辺のウォーキングマップを
作成、令和元年度まで継続的に配布することで、
市民の自主的な健康づくり活動を推進することが
できた。

多摩市健幸まちづくり推進本部の下部組織とし
て、「多摩市版地域包括ケアシステム専門部会」を
設置し、各分野内で支援者間の連携を図るととも
に、部門を超えた支援者間の連携の充実を図るこ
とにより、必要な支援に繋げていく仕組みの構築
へ向けて、検討を行った。また、専門部会での議
論を受け、市民向け及び職員向けツールを作成
し、スムーズな庁内連携のための研修を実施し
た。KPIから見ても、多摩市は住みやすいと答える
高齢者の割合80％を下回ることがなく、また、介護
予防ボランティア登録者数は一貫して増加してい
る。

施策名

(2) 多摩市版
地域包括ケア
システムの構
築

39
多摩市版地域包
括ケアシステム
の構築

(1) 健康寿命
を延伸する取
り組み

38
健康づくり地域
活動推進事業

Ａ
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事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

２．都市基盤の整備・維持更新

41
多摩ニュータウ
ン再生に係る方
針の策定

多摩ニュータウン再生
に係る方針の策定

－ 策定済み 策定済み 策定済み 策定済み 策定済み 策定 100%

平成２７年度に多摩市ニュータウン再生方針を策
定し、同方針を踏まえ、平成２８年度に多摩市
ニュータウン再生推進会議を設置し、ニュータウン
再生に向けた取組みの検討を行ってきた。再生の
具体化に向けては、初期入居地区を対象にした
「諏訪・永山まちづくり計画」を策定するとともに、
再生方針で示す都市像イメージを踏まえた多摩市
ニュータウン区域全体の将来都市構造として、全
体計画を多摩市ニュータウン再生推進会議でとり
まとめた。さらに、この間、毎年、シンポジウムを開
催し、再生に向けた市民意識の醸成、各プロジェ
クトに対する期待度の評価を実施している。

引き続き再生推進会議における検討を継続し、道
路整備や周辺の公的賃貸住宅の建替えが進行す
る南多摩尾根幹線沿道を対象に、再生方針を踏
まえ土地利用方針の策定に向けた検討を行う。ま
た、併せて第２次・３次入居地区である愛宕・貝
取・豊ヶ丘地区等を対象に、「諏訪・永山まちづくり
計画」に続く地区別まちづくり計画の策定に向けた
検討を行い、再生への取り組みを推進する。

42-1 駅拠点の再構築 【ＫＰＩ未設定】 － － － － －

永山駅周辺拠点の再構築プロジェクトの実現に向
けては、平成29年度に周辺地権者で構成する永
山駅周辺拠点勉強会を立ち上げ、意見交換を実
施。平成30年度では市民ワークショップを開催し、
市民が描く２０４０年代の理想像となる「永山駅周
辺再構築ビジョン」のとりまとめを行った。さらに、
令和元年度には市としての永山駅周辺の再構築
に向けての具体的な検討を実施し、再構築の基本
的な方向性及び再構築手法の検討を実施、再構
築に向けた取り組みを前進することができた。多
摩センター駅周辺では都市再生整備計画に位置
付けた各種事業を実施することで、賑わいの創出
に寄与した。

永山駅周辺については、周辺の動向を踏まえなが
ら、引き続き永山駅周辺拠点勉強会における検
討・情報共有を行い、事業化に向けた取り組みを
進める。多摩センター駅周辺地区都市再生整備計
画の事業年度は令和3年度までの為、引き続き位
置付けに基づいた各種事業を実施する。

42-2 分譲団地の再生 【ＫＰＩ未設定】 － － － － －

「諏訪・永山まちづくり計画」の検討の過程で、管
理組合等との意見交換を行い、まちづくりの将来
像・リーディングプロジェクトの共有を行った。ま
た、同計画に基づき、「東京都マンション再生まち
づくり制度」における「マンション再生まちづくり推
進地区」の指定を受け、旧耐震基準で建設された
分譲団地の再生に向けた制度として「多摩市マン
ション再生合意形成支援事業補助金」を創設し、
合意形成支援等へ支援を実施。分譲団地の再生
に向け前進している。

令和２年度以降、ニュータウン再生の取組みを諏
訪・永山地区から他地区へ展開し具体化に繋げる
ため、第２次・第３次入居地区である愛宕・貝取・
豊ヶ丘地区等を対象に地区まちづくり計画の策定
に向けた検討を進める。

43

都営住宅の建替
えによるミクスト･
コミュニティの形
成

【ＫＰＩ未設定】 － － － － －

昭和40年代以前に建設された住宅を対象とした都
営住宅の建替え事業では、学校跡地等を種地とし
て事業期間の短縮及び居住者負担の軽減を図り
ながら平成28年より都営諏訪団地が平成29年より
和田・東寺方・愛宕団地が建替え事業に着手。建
替えにあたっては、都においてミクストコミュニティ
に寄与する住戸の型別供給が図られている。令和
元年11月には「都営多摩ニュータウン永山三丁目
団地」の工事が完了し、住民の移転が完了。ま
た、合築された市の福祉施設も開設し、地域共生
社会の実現に向けたモデル事業となった。続く、諏
訪五丁目（旧中諏訪小学校グラウンド跡地）、中沢
一丁目（都有地）、愛宕四丁目（旧西愛宕小学校
跡地）においても建設工事が進んでおり、東京都
と連携し、老朽化した団地の建替え及びミクストコ
ミュニティの実現に向けた取組みを推進している。

引き続き建替え事業の推進に、東京都と連携して
取り組む。さらに、令和２年度より都営諏訪団地の
建替え事業による創出用地とも関係する尾根幹線
沿道土地利用方針の検討に着手し、土地利用転
換・活用に向けた検討を進める。また、建替え事
業が進行している都営和田・東寺方・愛宕団地を
含め、多摩ニュータウンの第２次・第３次入居地区
を対象としたまちづくり計画の検討を行っていく。

44
尾根幹線整備と
沿道土地利用

【ＫＰＩ未設定】 － － － － －

平成28年3月に都による「都市計画道路の整備方
針」における優先整備路線に位置付けられ、平成
29年度から唐木田区間の整備工事着手、平成31
年3月に南野3丁目～聖ヶ丘5丁目区間の都市計
画変更の決定がされ、着実に南多摩尾根幹線の4
車線化に向けて取り組みが進行している。

南多摩尾根幹線の整備が進み、沿道の公的賃貸
住宅の建替え事業が進行している機会を捉え、令
和２年度より尾根幹線沿道土地利用方針の検討
に着手し、土地利用転換・活用に向けた検討を進
める。

45
多摩ニュータウ
ン版住替え循環
システムの構築

【ＫＰＩ未設定】 － － － － －

平成29年度に住替え・居住支援協議会を設立し、
住宅セーフティネット法に基づく居住支援について
取り組みを推進した。一方で、ニュータウン再生に
関わる住替え支援は、ニーズ把握、住替え促進を
図るためリフォーム・リノベーションに関する講座
や見学会を実施した。若者世代の流入・定住の促
進とともに、ライフステージとともに地域内で住替
えを行う仕組みについて、引き続き、検討を要す
る。

当初想定していたJTI（住替え・移住支援機構）の
制度を利用した仕組みの構築は難しいことから、
引き続き、都市計画課内で住み替えの仕組みに
ついて、検討することとする。

(2) 既成市街
地の都市基盤
整備の促進

46
聖蹟桜ヶ丘周辺
の面的整備

区画整理事業の事業
認可

－ 調整・検討 認可 工事着手 工事継続
事業施行期間

延伸
認可 100％

駅北側の地区において、継続して区画整理事業
の進捗を支援し、次年度事業完了に向け関係機
関及び地権者との調整・協議を行った。一方、面
整備の優先度が高いもう１地区（駅西側地区）に
ついては、大規模土地所有者から、今後の土地利
用について継続的に相談を受けている。

駅北側の土地区画整理事業は、当初予定のとお
り、平成２９年に都から事業認可を取得し、同年工
事に着手した。基盤整備工事では、既存インフラ
（水道・ガス・電気）の移設工事で関係企業へ依頼
するも、台風１5号（令和元年９月）により被害の復
旧応援（千葉県）等が影響し、想定以上に時間を
要する結果となった。また、一部道路の無電柱化
の協議と工事に時間も要したが、目的どおり、成
果をあげることができた。基盤整備工事も年内に
完成し、換地処分に向けた出来形測量も実施し
た。なお、インフラ整備の遅れ等もあり、予定期間
内に事業が完了しないとから、認可権者である都
と事業施行者が協議をし、事業計画変更認可申
請を行い、事業計画を見直すことができた。一方、
面整備の優先度が高いもう１地区については、継
続的に大規模土地所有者と将来の土地利用につ
いて意見交換を実施している。

令和元年度に行った、事業計画変更認可申請に
ついては、都から令和２年６月変更認可を取得し
た。また、事業を全て完了する年度となることか
ら、換地計画について、地権者の同意を受け、令
和２年８月に都から換地計画の認可を取得した。
新たな土地を登記、公共施設の引継ぎなど、事業
施行者が主体となり進める事務が多岐に及ぶこと
から、本年度と同様。事業施行者が関係機関と円
滑に協議が進められるよう継続的に支援し、令和
２年１２月に事業の終了認可を目指す。なお、面整
備の優先度が高いもう１地区については、引き続
き大規模土地所有者と将来の土地利用について
の相談に対応していく。

(1) 多摩ニュー
タウン再生の

推進

施策名

※平成２９年度多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略検討委員会において、いただきました意見を基に、

「多摩ニュータウン再生」の取り組みについては、本戦略のＫＰＩからは外し、「多摩市ニュータウン再生推

進会議」において進捗管理を行っていくよう整理しています。
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事業
No.

事業名
重要業績評価指標

（KPI）
現状値

（平成26年度）
実績値

（平成27年度）
実績値

（平成28年度）
実績値

（平成29年度）
実績値

（平成30年度）
実績値

（令和元年度）
目標値

（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

に対する達成率
令和元年度の取り組み状況 第１期５年間の総括評価 今後の展開

３．“健幸”を支えるコミュニティ・ネットワークの構築

47
多様な学びやス
ポーツ活動の充
実

週１回以上スポーツを
した人の割合（体操や
ウォーキング等を含
む）

32.0% 50.3%

世論調査実施
なし

【参考】H29年
度:53.0

53.0%

世論調査実施
なし

【参考】R1年
度:48.0%

48.0% 43.0% 145.5%

スポーツへの理解と関心、一人ひとりに合った健
康づくりに貢献するため、小学生ゴルフ教室、
ニュースポーツ事業、障がい者スポーツ体験教室
を実施した。また、市内小中学校へ出向いて実施
する事業として、学校訪問型障がい者スポーツ体
験教室（出前教室）や「夢の教室」、読売巨人軍の
選手や専門家派遣事業を行った。
さらに、市民がいろいろなスポーツを気軽に体験
できるイベントとして、指定管理者と協働で快汗ス
ポーツDAYを実施した。

市民が一人ひとりにあったスポーツを見つけられ
るよう様々な事業を展開し、市民の健康づくりに貢
献できた。特に、指定管理者や東京ヴェルディ、読
売巨人軍、市内スポーツ団体などと連携して事業
を進めることで、市が単独で実施するよりもより幅
広い種目で、より専門的な事業が実施できた。

今まで連携して事業を進めてきた団体とさらに関
係性を深めながら、さらに幅広い種目において、
初心者向けの事業を実施する。

48
自主防災組織の
支援

自主防災組織数 169組織 172組織 175組織 178組織 177組織 180組織 184組織 73.3%

新たに３団体が新規結成し、近隣の合同訓練等に
参加するなど、自主防災組織同士の活動が強化さ
れてきた。また防災連絡協議会の活動も進んでお
り、実際の避難所運営を想定した訓練の実施も拡
大している。

最終目標値には達しなかったものの、4ヵ年で３団
体の新規結成が行われ、自主防災組織の結成は
毎年進んでいる。また地域での要配慮者支援のた
め、多摩市災害要援護者避難支援計画に基づ
き、自主防災組織による個別支援計画作成の協
定締結を推進し、８組織が作成を開始し４組織で
個別支援計画が完成した。さらに防災連絡協議会
（避難所運営協議会）の設立により、避難所運営
を想定した合同訓練を実施するなど、今後の災害
においての協力体制の強化も図られている。

毎年被害が拡大している自然災害に対応するた
め、特に避難所運営において自主防災組織の協
力が必須であり、災害時の連携体制の促進は急
務であることから、今後も自主防災組織の新規結
成を推進する必要がある。また、新型コロナウイル
ス感染防止の観点から新たな生活様式に沿った
新しい防災訓練の方法や活動方法などを検討し、
コロナ禍でも地域活動を継続できる体制を維持す
る。さらに個別支援計画の作成、防災連絡協議会
の設立においては、引き続き自主防災組織へ普
及を続けていく。

施策名

(1) 市民の多
様な活動を支
える環境整備
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